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商
工
会
法
施
行
60
周
年
記
念
式
典
を
開
催 

  

令
和
２
年
10
月
１
日(

木)
13
時
15
分
よ
り
、

長
崎
ブ
リ
ッ
ク
ホ
ー
ル
に
お
い
て
「
商
工
会
法
施

行
60
周
年
記
念
式
典
」
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

式
典
の
主
な
内
容
は
、
以
下
の
と
お
り
。 

・
開
会
式 

・
表
彰
式 

 

九
州
経
済
産
業
局
長
表
彰 

 

長
崎
県
知
事
表
彰(

感
謝
状) 

 

長
崎
県
商
工
会
連
合
会
長
表
彰 

・
記
念
講
演(

役
員
講
習
会) 

 

「
今
、
あ
ら
た
め
て
商
工
会
の
使
命
を
考
え
る
」 

 

講
師…

㈱
日
本
総
合
研
究
所 

 

プ
リ
ン
シ
パ
ル 

柿
崎
平
氏 

・
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
発
表
会 

 

経
営
改
善
普
及
事
業
の
部 

 

「
事
業
承
継
時
の
経
営
革
新
へ
向
け
た
伴
走
型 

支
援
」 

 
 

平
戸
市
商
工
会 

相
嶋
達
也 

 

地
域
振
興
及
び
組
織
力
向
上
の
部 

 

「
買
い
物
困
難
地
域
に
お
け
る
食
料
品
小
売
店 

の
開
店
支
援
に
よ
る
地
域
貢
献
～
世
知
原
地 

域
で
の
支
援
事
例
」 

佐
世
保
市
北
部
商
工
会 

関
東
剛
幸 

 

当
式
典
に
お
け
る
、
有
明
町
商
工
会
の
受
賞
者

は
、
以
下
の
と
お
り
で
す
。 

 

長
崎
県
知
事
感
謝
状 

役
員
功
労
者 

片
山
輝
雄 

会
長 

 

長
崎
県
商
工
会
連
合
会
会
長
表
彰 

 

25
年
以
上 

吉
田
武
久 

副
会
長 

 

20
年
以
上 

岡
村
正
樹 

理
事 

 

15
年
以
上 

金
子
泰
治 

監
事 

 

10
年
以
上 

高
松
延
子 

理
事 

               

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
給
付
金
等

の
ご
紹
介 

 

◆
家
賃
支
援
給
付
金 

  

５
月
の
緊
急
事
態
宣
言
の
延
長
等
に
よ
り
、
売

上
の
減
少
に
直
面
す
る
事
業
者
の
事
業
継
続
を

下
支
え
す
る
た
め
、
地
代
・
家
賃(

賃
料)

の
負
担

を
軽
減
す
る
た
め
の
給
付
金
。 

 

支
給
対
象(

①
②
③
全
て
を
満
た
す
事
業
者) 

 

①
資
本
金
10
憶
円
未
満
の
中
堅
企
業
、
中
小
企

業
、
小
規
模
事
業
者
、
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
を
含
む
個

人
事
業
者
。 

 

②
５
月
～
12
月
の
売
上
高
に
つ
い
て
、 

・
１
ヵ
月
で
前
年
同
月
比
▲
50
％
以
上
ま
た
は
、 

・
連
続
す
る
３
カ
月
の
合
計
で
前
年
同
月
比
▲

30
％
以
上
。 

③
自
ら
の
事
業
の
た
め
に
占
有
す
る
土
地
・
建
物

の
賃
料
を
支
払
っ
て
い
る
こ
と
。 

 

給
付
額 

 

法
人
に
最
大
600
万
円
、
個
人
事
業
者
に
最
大

300
万
円
を
一
括
支
給
。 

 

申
請
時
の
直
近
１
ヵ
月
に
お
け
る
支
払
賃
料

中村知事より県知事感謝状を贈呈 

される片山会長 
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(
月
額)

に
基
づ
き
算
定
し
た
給
付
額(

月
額)

の
６

倍
。 

 

申
請
期
限…
令
和
３
年
１
月
15
日 

                     

◆
持
続
化
給
付
金 

 

給
付
額(

上
限) 

 

法
人
200
万
円
、
個
人
事
業
者
100
万
円 

給
付
対
象
の
主
な
要
件 

①
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ

り
、
ひ
と
月
の
売
上
が
前
年
同
月
比
で
50
％
以

上
減
少
し
て
い
る
事
業
者
。 

②
2019
年
以
前
か
ら
事
業
に
よ
る
事
業
収
入(

売

上)

を
得
て
お
り
、
今
後
も
事
業
を
継
続
す
る
意

思
が
あ
る
事
業
者
。 

③
法
人
の
場
合
は
、
(Ⅰ)
資
本
金
の
額
又
は
出
資

の
総
額
が
10
憶
円
未
満
、
又
は
、
(Ⅱ)
上
記
の
定

め
が
な
い
場
合
、
常
時
使
用
す
る
従
業
員
の
数
が

２
千
人
以
下
。 

 

申
請
期
限…

令
和
３
年
１
月
15
日 

 

申
請
方
法 

 
原
則
と
し
て
、
電
子
申
請
。
商
工
会
で
も
申
請

支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
、

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
な
ど
の
電
子
機
器
が
必
要
で

す
。 

 

◆
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の
減
免
制
度 

  

中
小
企
業
者
の
税
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
、
中

小
事
業
者
の
保
有
す
る
す
べ
て
の
設
備
や
建
物

等
の
令
和
３
年
度
の
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計

画
税
が
、
打
ち
上
げ
の
減
少
幅
に
応
じ
て
減
免
さ

れ
ま
す
。 

 

具
体
的
に
は
、
令
和
２
年
２
月
～
10
月
の
任

意
の
３
ヵ
月
の
売
上
が
前
年
同
期
比
30
％
以
上

50
％
未
満
減
少
し
た
場
合
は
１
／
２
に
、
50
％

以
上
減
少
し
た
場
合
は
、
全
額
免
除
さ
れ
ま
す
。 

 

減
免
対
象 

・
設
備
等
の
償
却
資
産
及
び
事
業
用
家
屋
に
対
す

る
固
定
資
産
税(

通
常
、
取
得
費
ま
た
は
評
価
額

の
1.4
％) 

・
事
業
用
家
屋
に
対
す
る
都
市
計
画
税(

通
常
、

評
価
額
の
3.0
％) 

 

申
請
期
限…

令
和
３
年
１
月
31
日 

 

申
請
方
法 

 

申
告
書(

島
原
市
HP
よ
り
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド)

に

必
要
事
項
を
記
入
の
う
え
、
島
原
市
へ
提
出
。
合

わ
せ
て
、
令
和
３
年
度
の
償
却
資
産
申
告
書
の
提

出
が
必
要
。 

 

※
各
申
請
に
つ
き
ま
し
て
、
不
明
な
点
等
ご
ざ
い

ま
し
た
ら
、
商
工
会
へ
ご
相
談
く
だ
さ
い
。 

        

支払賃料（月額） 給付額（月額）

75万円以下 支払賃料×2/3

75万円超
50万円+〔支払賃料の75万円の超過分×1/3〕

※ただし、100万円(月額)が上限

37.5万円以下 支払賃料×2/3

37.5万円超
25万円+〔支払賃料の37.5万円の超過分×1/3〕

※ただし、50万円(月額)が上限

法人

個人事業主

給付額(月額)の算定方法
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「
下
請
か
け
こ
み
寺
」
の
ご
紹
介 

  

中
小
企
業
庁
よ
り
委
託
を
受
け
て
い
る
「
下
請

か
け
こ
み
寺
」
で
は
、
中
小
企
業
の
皆
さ
ん
が
抱

え
る
取
引
上
の
悩
み
相
談
を
受
け
付
け
て
お
り

ま
す
。
問
題
解
決
に
向
け
て
、
専
門
の
相
談
員
や

弁
護
士
が
ア
ド
バ
イ
ス
を
行
い
ま
す
。 

 

相
談
は
無
料
、
調
停
に
よ
る
紛
争
解
決
手
続

(

Ａ
Ｄ
Ｒ)

も
可
能
で
す
。 

 

連
絡
先 

(

公
財)

長
崎
県
産
業
振
興
財
団 

 

℡
０
９
５-

８
２
０-

８
８
３
６ 

 

最
低
賃
金
改
定
の
お
知
ら
せ 

  

10
月
３
日(

土)

か
ら
長
崎
県
の
最
低
賃
金
は

793
円
に
改
定(

３
円
増
額)

さ
れ
ま
し
た
。 

 

年
齢
や
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
の
働
き
方

の
違
い
に
関
わ
ら
ず
全
て
の
労
働
者
に
適
用
さ

れ
ま
す
。 

      

労
働
保
険
へ
ご
加
入
く
だ
さ
い 

  

「
労
働
保
険
」
と
は
、
労
災
保
険(

労
働
者
災

害
補
償
保
険)

と
雇
用
保
険
の
総
称
で
す
。 

 

常
勤
、
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
、
派
遣
等
の
名

称
や
雇
用
形
態
に
か
か
わ
ら
ず
、
労
働
者
を
一
人

で
も
雇
っ
て
い
る
事
業
場
は
加
入
義
務
が
あ
り

ま
す
。
商
工
会
で
は
労
働
保
険
事
務
組
合
を
通
じ

て
、
労
働
保
険
業
務
を
行
っ
て
い
ま
す
。
未
加
入

の
事
業
所
は
商
工
会
へ
ご
相
談
く
だ
さ
い
。 

 

採
用
力
向
上
支
援
事
業
の
ご
紹
介 

 
(1)
目
的 

 
生
産
性
向
上
に
よ
り
採
用
力
を
高
め
る
な
ど
、

人
材
確
保
に
資
す
る
取
組
に
要
す
る
経
費
を
支

援
し
ま
す
。 

 

(2)
対
象
事
業
者 

 

常
用
の
雇
用
者
が
概
ね
30
人
未
満
の
中
小
企

業
者 

 

(3)
支
援
対
象
経
費 

①
販
路
拡
大
・
付
加
価
値
向
上
を
通
し
た
採
用
力

強
化
の
た
め
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
費
用 

②
就
業
環
境
改
善
の
た
め
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
費
用 

③
民
間
有
料
求
人
広
告
掲
載
料
・
広
告
作
成
料 

④
そ
の
他
人
材
確
保
に
資
す
る
取
組
に
要
す
る

経
費 

①
及
び
②
は
、
30
万
円 

③
及
び
④
は
、
10
万
円 

 

当
事
業
の
ご
利
用
を
検
討
さ
れ
る
場
合
は
、
商

工
会
ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。 

 

新
規
高
校
卒
者
の
積
極
的
な
採
用
に
つ
い
て) 

  

長
崎
県
で
は
、
県
内
の
高
校
生
の
県
内
就
職
を

促
進
す
る
た
め
、
県
外
へ
の
就
職
を
希
望
す
る
生

徒
や
就
職
先
が
決
ま
っ
て
い
な
い
生
徒
に
対
し

て
は
、
県
内
企
業
を
選
択
肢
と
し
て
も
ら
え
る
よ

う
、
ま
た
、
県
内
を
希
望
す
る
生
徒
に
は
確
実
に

県
内
に
就
職
で
き
る
よ
う
、
高
等
学
校
と
連
携
し

て
、
生
徒
、
保
護
者
に
対
し
て
県
内
企
業
の
魅
力

を
伝
え
て
お
り
ま
す
。 

別
紙
「
事
業
所
様
へ
の
お
願
い
」
を
ご
参
照
の

う
え
、
新
規
高
等
学
校
卒
業
者
を
積
極
的
に
採
用

い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。 
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商
工
貯
蓄
共
済
加
入
へ
の
御
礼 

  

６
月
か
ら
10
月
に
か
け
て
実
施
し
た
「
商
工

貯
蓄
共
済
・
新
規
加
入
特
別
増
強
運
動
」
に
つ
き

ま
し
て
は
、
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で

大
変
厳
し
い
状
況
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
多
数
ご
加

入
い
た
だ
き
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。 

 

残
念
な
が
ら
、
推
進
目
標
の
100
％
達
成
は
で

き
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
70
％
を
達
成
し
、
報
奨

金
を
い
た
だ
け
る
予
定
で
す
。 

 

「
国
の
教
育
ロ
ー
ン
」
（
日
本
政
策
金
融
公
庫
）

の
ご
案
内 

 

高
校
、
大
学
等
へ
の
入
学
時
・
在
学
中
に
か
か

る
費
用
を
対
象
と
し
た
公
的
な
融
資
制
度
で
す
。

お
子
さ
ま
１
人
に
つ
き
３
５
０
万
円
以
内
を
、
固

定
金
利
（
年
１
．
６
８
％
（
令
和
２
年
１
１
月
２

日
現
在
）
）
で
利
用
で
き
、
在
学
期
間
内
は
利
息

の
み
の
ご
返
済
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

詳
し
く
は
、
「
国
の
教
育
ロ
ー
ン
」
で
検
索
し

て
い
た
だ
く
か
、
下
記
の
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
へ
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。 

 〔
教
育
ロ
ー
ン
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
〕 

０
５
７
０-

０
０
８
６
５
６
（
ナ
ビ
ダ
イ
ヤ
ル
） 

ま
た
は
（
０
３
）
５
３
２
１-

８
６
５
６ 

       

年
末
調
整
・
確
定
申
告
の
準
備
は
お
早
め
に 

  

今
年
も
あ
と
二
カ
月
ほ
ど
と
な
り
ま
し
た
。
年

末
調
整
と
所
得
税
・
消
費
税
の
確
定
申
告
の
準
備

は
お
早
め
に
お
願
い
し
ま
す
。 

 
○
所
得
税 

・
帳
簿
や
伝
票
な
ど
を
整
理
し
て
、
売
上
・
仕
入
・

経
費
な
ど
を
確
認 

・
減
価
償
却
資
産
購
入
や
処
分
が
な
い
か
確
認 

・
12
月
31
日
現
在
の
棚
卸
表
を
作
成 

・
生
命
保
険
料
控
除
証
明
書
等
の
各
種
証
明
書
を

準
備(

紛
失
し
た
場
合
に
は
再
発
行
手
続
き
を) 

 

○
消
費
税 

 

昨
年
の
消
費
増
税
及
び
軽
減
税
率
制
度
導
入

に
伴
い
、
軽
減
税
率
８
％
、
新
税
率
10
％
が
混

在
し
ま
す
。 

 

売
上
・
仕
入
・
経
費
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の

税
率
ご
と
の
記
載
を
お
願
い
し
ま
す
。
水
道
光
熱

費
等
の
後
払
い
の
経
費
に
つ
き
ま
し
て
は
、
明
細

書
等
を
確
認
後
に
記
載
を
お
願
い
し
ま
す
。 

 

給
付
金
サ
ポ
ー
ト
業
務
等
を
担
当
し
ま
す 

  

８
月
17
日
よ
り
、
有
明
町
商
工
会
に
て
お
世

話
に
な
っ
て
お
り
ま
す
吉
野
弥
奈
で
す
。 

 

商
工
会
勤
務
は
初
め
て
の
経
験
で
、
ご
迷
惑
を

お
か
け
す
る
こ
と
も
多
々
あ
る
か
と
は
思
い
ま

す
が
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。 

      

 

令和２年 10 月 3１日現在の金利情報 

◎日本政策金融公庫 

普通貸付(基準金利) 

担保不要の場合 2.06％～2.45％ 

担保提供の場合 1.11％～2.10％ 

マル経       1.21％ 

教育ローン    1.70％ 

◎商工貯蓄共済融資資金制度 

積立範囲内  0.975%～1.21% 

積立範囲外  1.21％ 

◎島原市中小企業振興資金   1.80％ 


